
平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

14 14 14 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3

環境政策課長
浦山　和人

（ 回 ） （ 回 ） （ 回 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 10 10 10

上乗 □ （ 回 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 10 10 10

■ （ 回 ） （ 回 ） （ 回 ）

■ ■ ■ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

114,414 10 10 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

環境政策課長
浦山　和人

（ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ ■ □ 114,772 10 10

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 114,807 10 10

□ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

114,414 40 40 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

環境政策課長
浦山　和人

（ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 114,772 42 42

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 114,807 53 53

□ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

3 6 2 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3

環境政策課長
浦山　和人

（ 事 業 ） （ 回 ） （ 件 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 12 3 3

上乗 □ （ 事 業 ） （ 回 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 12 2 2

□ （ 事 業 ） （ 回 ） （ 件 ）

説明欄：

説明欄：害鳥獣対応の範囲設定、各害鳥獣
に関する対応方法の情報共有をしている
が、相談内容の多様化等により現状より相
談件数は増加すると予想される。また、捕
獲等には許可が必要。委託する場合、委託
費用が新たに発生する。現在、アウトソー
シングを順次進めているが、今後も改革・
改善はしていく。

説明欄：平成23年５月に市長から「東久留
米市環境基本計画中間見直し」について諮
問を受けた。コンサルタント会社の支援を
受けながら、平成２４年度まで約１年半を
かけて審議を続けているところである。
環境の重要性が叫ばれる中、環境審議会の
果たす役割は、大きくなってきている。こ
の環境基本計画中間見直しに関する事業に
ついては、平成24年9月ころ完了を予定し
ている。

現状維持

環境審議会開催事業

163

環境の保全等
に関する事業
数

審議会の開催回
数

15-01-02

環境政策課
生活環境担当

15-01-01

環境政策課
生活環境担当

15-01-03

環境政策課
生活環境担当

東京都市・公害事務
連絡協議会参画事業

公害等監視事業

害鳥獣対策事業

努力義務的

対象

25年度以
降方向性

根拠
法令
等

事業
形態

直営（委託無）

説明欄：

・（市）環境基本条例
・（市）緑に関する条例
・（市）環境基本計画
・（市）緑の基本計画

24年度以
降方向性

25年度以
降方向性

現状維持
市域内での環境の保全等に関する事
業

892

自主的 義務的
24年度以
降方向性

870163 707

説明欄：
現状維持

全額補助 一部補助有 市全額

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

手段
・

内容

意図

環境と調和し
た社会づくり
の取り組み方
法を審議した
数

・年数回開催予定
・環境基本計画の推進に関すること
・緑の基本計画の見直しに関するこ
と

2,621 4,338 6,959

1,197305

説明欄：

694

25年度以
降方向性

17

現状維持

730 24

説明欄：

根拠
法令
等

自主的

305

14

説明欄：平成23年５月に市長から「東久留
米市環境基本計画中間見直し」について諮
問を受けた。コンサルタント会社の支援を
受けながら、平成２４年度まで約１年半を
かけて審議を続けているところである。
環境の重要性が叫ばれる中、環境審議会の
果たす役割は、大きくなってきている。こ
の環境基本計画中間見直しに関する事業に
ついては、平成24年9月ころ完了を予定し
ている。

2,621

全額補助

現状維持現状維持

711

・（都）環境確保条例
・（都）23年度市事務処理特例交付金交付
要綱
・（26市課長会）都市・公害事務連絡協議
会規約

14 624

東京都市環境・公害事務連絡協議会

一部補助有

事業
形態

直営（委託無）

意図

自主的

協議会への参
画回数

会議開催回数

定例総会・定例協議会・幹事会・専
門委員会・実務研修・ブロック会の
研究成果の把握・検討を実施

手段
・

内容市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

その他（　　負担金　　　）

24年度以
降方向性

現状維持

説明欄：昨今、公害対策や緑環境の課題共
有化に加え、地球温暖化防止対策に関する
課題の比重が増すなど課題が多様化し、会
議１回当たりの議題が広く浅い傾向。会議
資料の事前送付により会議運営の向上が図
られているが、人件費の削減のため、会議
への参加人数を減らすことも検討の余地あ
り。また、会場が各市持ち回りのため遠方
（旅費の増大）に繋がる場合がある。
苦情処理について、技術が必要な場合に関
しては、外部委任等を進めている。しか
し、苦情はなかなか減らず時間がかかって
いるのが現状である。

25年度以
降方向性

対象

①市民・事業者からの苦情に適切な
対応を図る。
②問題、課題点の情報共有。

苦情の解決策
を見出せた数

24年度以
降方向性

24

現状維持

17

638

706

説明欄：昨今、公害対策や緑環境の課題共
有化に加え、地球温暖化防止対策に関する
課題の比重が増すなど課題が多様化し、会
議１回当たりの議題が広く浅い傾向。会議
資料の事前送付により会議運営の向上が図
られているが、人件費の削減のため、会議
への参加人数を減らすことも検討の余地あ
り。また、会場が各市持ち回りのため遠方
（旅費の増大）に繋がる場合がある。
苦情処理について、技術が必要な場合に関
しては、外部委任等を進めている。しか
し、苦情はなかなか減らず時間がかかって
いるのが現状である。

説明欄：

0

25年度以
降方向性

現状維持
説明欄：法令により要請
されている事業のため市
事務処理特例交付金の交
付を受けているが、交付
金が事業費に満たない場
合は一般財源を充当して
いる。

24年度以
降方向性

25年度以
降方向性

2,329

24年度以
降方向性

現状維持

説明欄：市民の生活環境を守るため、継続
的に実施していく必要がある。東京都等の
関係組織や市の他部署による環境調査結果
を踏まえ、事業の検査項目の重複化を防
ぎ、また、委託費について前年度決算値を
最大限に考慮し、コストの削減に取り組ん
でいる。

13,508

13,910

0

根拠
法令
等

事業
形態

0

環境と調和した社会づくりの取り組
み方法が明確となるための審議を行
う

努力義務的

全額補助

自主的 義務的

環境悪化を改善・回復する。
事業
形態

・（国）水質汚濁防止法（努力義務）
・（国）騒音規制法（義務）
・（国）振動規制法（義務）
・（国）大気汚染防止法（義務）
・（都）環境確保条例（義務）
・（都）23年度市事務処理特例交付金交付
要綱

根拠
法令
等

全額補助

手段
・

内容

その他（　　　　　　　　　　　　　）

意図

公害検査の検査
回数

一部補助有

3,022 10,486

努力義務的

一部補助有
市民人口

義務的

市全額

15-01-04

環境政策課
政策調整担当

対象

市独自上乗せ（上乗・横出）

5,617

カラス、はと、へび等の動物、その
他不明動物等の対応・駆除。

アウトソー
シング

535535

・（国）鳥獣保護法

3,422 10,488

環境基準、規
制 基 準 を 下
回っている数

・河川水質検査4回・工場排水検査2
回・地下水有機塩素化合物調査1回・
道路環境調査1回・ダイオキシン大気
調査2回調査実施

10,682 16,299

直営（委託無）

市民人口
害鳥獣苦情件数

手段
・

内容

意図

①市民、②事業者
（公害の発生源となりうる）

義務的 努力義務的

対象 ①市民、②市全域

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

市全額

環境基準、規制基準を上回らないよ
う監視する。

25年度以
降方向性

説明欄：
現状維持

地球環境にやさしいまち 施策番号・名 15 環境負荷低減の推進 基本事業番号・名 15-01 総合的環境施策の推進

803

指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名 指標

説明欄： アウトソー
シング

説明欄：害鳥獣対応の範囲設定、各害鳥獣
に関する対応方法の情報共有をしている
が、相談内容の多様化等により現状より相
談件数は増加すると予想される。また、捕
獲等には許可が必要。委託する場合、委託
費用が新たに発生する。現在、アウトソー
シングを順次進めているが、今後も改革・
改善はしていく。

24年度以
降方向性

0

0

24年度以
降方向性

25年度以
降方向性

0

625 625

害鳥獣苦情処
理完了数

0

その他（　　　　　　　　　　　　　）

0 803

現状維持

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

東久留米市



平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

地球環境にやさしいまち 施策番号・名 15 環境負荷低減の推進 基本事業番号・名 15-01 総合的環境施策の推進

指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名 指標

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

114,414 19 142 必要性 3 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 4 達成度 3 効率性 3

環境政策課長
浦山　和人

（ 人 ） （ 回 ） （ 人 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 114,772 29 396

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ ヶ 所 ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 114,807 17 179

□ （ 人 ） （ 回 ） （ ヶ 所 ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

114,414 7 19 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

環境政策課長
浦山　和人

（ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 114,772 7 5

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 114,807 7 0

□ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

95 3 現在集計中 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3

環境政策課長
浦山　和人

（ 施 設 ) （ 回 ） （㎏CO2）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 93 2 4,356,976

上乗 □ （ 施 設 ) （ 回 ） （㎏CO2）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 79 4 3,471,420

□ （ 施 設 ) （ 回 ） （㎏CO2）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

114,414 9 12,080 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3

環境政策課長
浦山　和人

（ 人 ） （ 件 ） （ 個 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 114,772 34 89,390

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ 個 ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 114,807 55 32,767

□ （ 人 ） （ 件 ） （ 個 ）

説明欄：
環境への取り組みについては、地道に行っ
ていく必要がある。まだしばらく時間を要
する。
会議の効率的な運営については、資料の事
前送付による会議時間の短縮化、Ｅメール
の活用をしている。また委員の人材育成の
観点から、事務局の関わり方を見直すこと
も考えられるが、もう少し時間を要する。

説明欄：可能な範囲について、アウトソー
シングに取り組み済み。

環境基本計画推進事
業

そ族昆虫駆除事業

説明欄：平成２２年度から改正省エネ法が
施行されたことにより、義務的な事業が発
生した。省エネについては全庁的な取り組
みが必要である。
地球温暖化対策地域推進計画(温対法の改
正により拡充された、従来の地域推進計画
を含んだ地方公共団体実行計画)の策定を
平成24年度以降に予定している。市・市
民・事業者が一体となった温暖化対策を講
じるためには、予算・人員体制の両面につ
いて充実させていく必要がある。

説明欄：市内でのポイ捨て防止や路上喫煙
禁止区域での喫煙の禁止については、市民
への周知・啓発が最重要である。また、
キャンペーン事業（環境美化推進員連絡
会）の啓発品配布に代わる方法を検討して
いる。

地球温暖化の防止対
策推進事業

環境美化推進事業

15-01-08

環境政策課
生活環境担当

環境政策課
生活環境担当

15-01-05

環境政策課
政策調整担当

15-01-06

市民環境会議、
庁内委員会、環
境 ウ ォ ッ チ ン
グ、シンポジウ
ムの開催回数

環境と調和し
た社会づくり
の取り組みに
参加表明をい
た だ け た 市
民・事業所数

2,036 11,815 13,851

キャンペーンの
実施回数

24年度以
降方向性

現状維持

354

現状維持
説明欄：

9,312

393

25年度以
降方向性

全額補助

説明欄：市内でのポイ捨て防止や路上喫煙
禁止区域での喫煙の禁止については、市民
への周知・啓発が最重要である。また、
キャンペーン事業（環境美化推進員連絡
会）の啓発品配布に代わる方法を検討して
いる。

8,958

その他（　　　　　　　　　　　　　）

義務的 努力義務的
説明欄：

117

25年度以
降方向性

211

215

現状維持

276

一部補助有

278

手段
・

内容

対象

その他（　　　　　　　　　　　　　）

24年度以
降方向性

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

市独自上乗せ（上乗・横出）

・（市）ポイ捨て等の防止及び路上喫煙の
規制に関する条例
・（市）環境基本計画
・東久留米市環境美化推進員連絡会設置要
綱

根拠
法令
等

市独自上乗せ（上乗・横出）

無し

一部補助有

市独自上乗せ（上乗・横出）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的

117

5,505

事業
形態

直営（委託無）

意図

ポイ捨て等の防止及び路上喫煙の規
制に関し、市民、事業者、市が協力
して啓発等活動に取り組み、環境美
化を推進し、快適で安全な生活を確
保する。

市民人口
一部補助有

①市民、事業者、市②市全域

手段
・

内容

・環境美化推進員連絡会開催
・環境美化マナーアップキャンペー
ン開催

25年度以
降方向性

25年度以
降方向性

現状維持

現状維持
25年度以
降方向性

1,000

25年度以
降方向性

36

そ族昆虫で被害を受ける可能性のあ
る住民

706

24年度以
降方向性

現状維持

5,783

5,639

現状維持
24年度以
降方向性

13

キャンペーン
での啓発件数
（ ポ ケ ッ ト
ティッシュ・
携帯灰皿の配
布数）

現状維持

691

現状維持
24年度以
降方向性

説明欄：可能な範囲について、アウトソー
シングに取り組み済み。

661

説明欄：

622

696

説明欄：

・（市）環境基本条例
・（市）環境基本計画

20

事業
形態

意図

対象

市全額

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市民人口

660

義務的 努力義務的

手段
・

内容

20
根拠
法令
等

根拠
法令
等

全額補助

自主的

市民、事業者、市

直営（委託無）

現状維持
24年度以
降方向性

661

自主的

意図

・市民、事業者、市が環境と調和し
た社会づくりの取り組みの検討に参
画する。
・市民、事業者、市が取り組みの計
画、目標が明らかになる

13

全額補助 一部補助有

義務的 努力義務的

全額補助 市全額

・（国）地球温暖化対策の推進に関する法
律
・（市）環境基本条例
・（市）環境基本計画

自主的 義務的 努力義務的

直営（委託無）

対象

15-01-07

環境政策課
政策調整担当

31

温室効果ガス
排出量

0 1,388

・庁内環境委員会開催
・東久留米市地球温暖化対策実行計
画に沿った温室効果ガス削減を行う
・改正省エネ法施行に伴うエネル
ギー使用調査等

市全額

・市民環境会議の開催
・庁内環境委員会の開催
・ＰＴの開催
・環境ウォッチングの開催
・環境シンポジウムの開催

35
市民人口

586

ユスリカの発生抑制をするために東
久留米市内にある河川等に定期的に
薬剤散布を行う。 薬剤散布回数 苦情の件数

2,897

5,619

薬剤散布をすることにより対象河川
地域の環境を整備し､市民からの苦情
が発生しないようにする。

24年度以
降方向性

現状維持
説明欄：25年度以

降方向性
現状維持

1,388

694

手段
・

内容

0 694

市

市施設数（エ
ネルギーを使
用している）

地球温暖化防止
に関する会議開
催回数

事業
形態

25年度以
降方向性

意図 温室効果ガスの抑制に努める。

0 706

24年度以
降方向性

現状維持

586

説明欄：
環境への取り組みについては、地道に行っ
ていく必要がある。まだしばらく時間を要
する。
会議の効率的な運営については、資料の事
前送付による会議時間の短縮化、Ｅメール
の活用をしている。また委員の人材育成の
観点から、事務局の関わり方を見直すこと
も考えられるが、もう少し時間を要する。

説明欄：平成２２年度から改正省エネ法が
施行されたことにより、義務的な事業が発
生した。省エネについては全庁的な取り組
みが必要である。
地球温暖化対策地域推進計画(温対法の改
正により拡充された、従来の地域推進計画
を含んだ地方公共団体実行計画)の策定を
平成24年度以降に予定している。市・市
民・事業者が一体となった温暖化対策を講
じるためには、予算・人員体制の両面につ
いて充実させていく必要がある。

0

660

36

対象

説明欄：
現状維持

説明欄：

説明欄：
現状維持

現状維持

2,910

0

東久留米市



平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

地球環境にやさしいまち 施策番号・名 15 環境負荷低減の推進 基本事業番号・名 15-01 総合的環境施策の推進

指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名 指標

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

114,414 1,907 100 必要性 3 有効性 4 達成度 4 効率性 3 必要性 3 有効性 4 達成度 4 効率性 3

環境政策課長
浦山　和人

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 114,772 1,919 100

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 114,807 1,081 100

■ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

114,414 88 0.08 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

環境政策課長
浦山　和人

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 114,772 72 0.06

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 114,807 66 0.05

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

説明欄：参加型・体験型のイベントとして
来場者は増加している。市内最大規模の環
境イベントに成長。来場者アンケート結果
からも環境学習の提供の場として成果の向
上が伺える。実行委員会形式の事業で市の
関わりを軽減しているが、開催期間中は複
数の職員が対応せざるを得ない状況があ
る。

25年度以
降方向性

現状維持
24年度以
降方向性

説明欄:昭和５０年度から「東久留米の公
害」（後に「かんきょう東久留米」と改
題）継続的に発刊しているものである。平
成１９年度より冊子印刷を極力控え、ホー
ムページに掲載することにより市民に周知
を図っている。大幅な削減は難しいが、
ホームページの活用及び内容の充実にも努
めていく。

「かんきょう東久留
米」作成事業

15-01-10

環境政策課
政策調整担当

環境フェスティバル
開催事業

15-01-09

環境政策課
生活環境担当

根拠
法令
等

自主的 努力義務的義務的

対象

事業
形態

直営（委託無）

意図

一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

全額補助

手段
・

内容

説明欄：

205

187

310

3,662 3,867

現状維持
25年度以
降方向性

現状維持

市民人口

24年度以
降方向性

説明欄：

・（市）環境基本条例
・（市）環境基本計画

187 3,277 3,464

その他（実行委員会形式）

市民、事業者
市内環境団体、市内小・中学校

・実行委員会による環境ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙの
計画、実施
・市民等に対する広報活動
・環境団体、小・中学校、事業者に
よる環境に関するパネル展ほか

アンケートに
回答してくれ
た来場数のう
ち、環境問題
に関心を持っ
たと答えてく
れた人の数/ア
ンケート回答
者数

来場者数

現状維持

説明欄：参加型・体験型のイベントとして
来場者は増加している。市内最大規模の環
境イベントに成長。来場者アンケート結果
からも環境学習の提供の場として成果の向
上が伺える。実行委員会形式の事業で市の
関わりを軽減しているが、開催期間中は複
数の職員が対応せざるを得ない状況があ
る。

3,729

・市民に、市の環境及び地球環境に
ついて関心を持ってもらう。
・事業者、市内環境団体に環境への
取組みのについて発表してもらう。 310

205

4,039

対象

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

事業
形態

一部補助有

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

24年度以
降方向性

現状維持

2,120 2,123

2,081

3

6

説明欄:昭和５０年度から「東久留米の公
害」（後に「かんきょう東久留米」と改
題）継続的に発刊しているものである。平
成１９年度より冊子印刷を極力控え、ホー
ムページに掲載することにより市民に周知
を図っている。大幅な削減は難しいが、
ホームページの活用及び内容の充実にも努
めていく。

意図

24年度以
降方向性

25年度以
降方向性

・市の現在の環境常用の把握
・過去の環境状況との比較及び将来
のための資料

全額補助

3

市民人口

現状維持 現状維持
説明欄：

市民・事業者・都内区市

6

・（市）環境基本条例
・（市）環境基本計画

6 1,873 1,879

手段
・

内容

市で行った水質調査等の環境調査結
果及び環境基本計画の進捗状況の小
冊子による提示

市内の環境に
関心を持った
市民・市内の
環境に関心を
持ち、環境に
配慮した事業
を展開する事
業者に配布し
た冊子の数／
全市民数・市
内事業者数

市内の環境に関
心 を 持 っ た 市
民・市内の環境
に関心を持ち、
環境に配慮した
事業を展開する
事業者に配布し
た冊子の数

25年度以
降方向性

現状維持
説明欄：

62,087

東久留米市


